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【研究の目的】 
 日本の高等教育は、近代化の過程で諸外国をモデルと参考としつつ構築され、高度に発展してきたが、
今日グローバル化を背景として、大きな法・制度の変動に直面している。そこで、本共同研究では、諸
外国の高等教育に係る法と制度を比較の視点で調査研究するのみならず、教育学あるいは教育制度論と
いった隣接学問分野との連携により、日本の高等教育に関する法と制度の位相を明らかにし、その向上
に貢献するものである。 
 
【研究活動及び成果】 
 本共同研究は、高等教育の質保証の国際的な通用性や透過性を確保するためのシステムと同システム
を支える学生の「学習成果」の意義を考究することをその目的としている。  

こうした基本目的を具体化するための研究として、高等教育の質保証の中心軸に「学習成果」のアセ
スメントとその検証を位置づけるという動きが中心軸になっていることに加え、我が国認証評価機関が、
「学習成果」の達成度評価とその可視化の定着化に向け、現行「大学基準とその解説」の大幅改定を行
っていることを念頭に置きつつ、前年度に引続き、諸外国における「学習成果」のアセスメントに係る
法制度と規範システムについての調査研究を行った。 

とりわけ本年度は、米国におけるアクレディテーション機関を対象とした外部評価を規律する法規範
並びにソフト･ローの規範構造の解明に力点を置いた調査研究を行った。併せて、「学習成果」のアセス
メントとその結果の活用法に関する欧米の最新の諸学説の動向調査を行った。 
学術雑誌 
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